
地方創生拠点整備交付金事業に係る検証シート

交付金対象
事業の名称

高齢者を中心とした地域福祉交流拠点整備事業

事業の概要

　地域の住民が気軽に交流できる福祉拠点施設として活用してもらうことを目的として、町が寄附を受けた
住宅（空き家）を改修し、新たに設置予定のカフェスペースを活用した認知症カフェを始めとした各種交流
事業を実施する。運営にあたっては、吉岡町社会福祉協議会のサポートのもとボランティアが主体となり、
自治会、ＮＰＯ、近くの小学校や学童クラブ、群馬県等と連携し、様々な交流事業を実施しながら地域の福
祉拠点としての機能を充実させて、ボランティアの育成も図っていく。

事業経費

事業費総額：27,283,057円
（事業費内訳）
　　【改修工事費】　　　　　17,683,416円
　　　　・建築改修工事　　　13,533,896円
　　　　・電気設備工事　　　 1,077,908円
　　　　・機械設備工事　　 　3,071,612円
　　【駐車場整備費】　　　　 2,495,152円
　　　　・整地工事　　　　 　1,076,922円
　　　　・擁壁工事　　　　　 1,418,230円
　　【共通費（一般管理費）】 4,980,104円
　　【備品等設置費】　　　　　 855,457円
　　　　・家具等　　　　 　　　732,660円
　　　　・家電等　　　　　　　 122,797円
　　【補助対象外経費】　　　 1,268,928円

令和２年度　取組内容 取組結果

【地域福祉交流拠点施設利用状況】
・認知症カフェ
・２２カフェ
・学習支援
・駒寄グランドゴルフ倶楽部
・こども食育食堂
・ハートボラカフェ
・認知症家族支援講座
・学童クラブ打合せ
・自治会会議

・認知症カフェ　　　　　　：28回/557人
・２２カフェ　　　　　　　：6回/24人
・学習支援　　　　　　　　：23回/231人
・駒寄グランドゴルフ倶楽部：1回/14人
・こども食育食堂　　　　　：1回/15人
・ハートボラカフェ　　　　：3回/60人
・認知症家族支援講座　　　：1回/10人
・学童クラブ打合せ　　　　：1回/6人
・自治会会議　　　　　　　：1回/11人
　　　　　　　　　　　合計：65回/928人

 新たな事業を創設して実施したが、コロナ禍という状況で
施設を閉館せざるを得ない状況であったことから、利用は低
調であった。
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重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

基準値

平成29年度
末

目標値
（増加分）

平成29年度
末

実績値
（増加分）

平成30年度
末

目標値
（増加分）

平成30年度
末

実績値
（増加分）

令和元年度
末

目標値
（増加分）

令和元年度
末

実績値
（増加分）

令和２年度
末

目標値
（増加分）

令和２年度
末

実績値
（増加分）

地域福祉交流拠点施
設利用者数（人）

0 500 746 500 1,056 500 -358 750 -516

交流事業実施数
（回数）

0 33 17 33 45 34 8 50 -5

ボランティア登録者
数（人）

142 3 5 5 6 5 2 5 7

地域福祉交流拠
点施設利用者数
（人）

新型コロナウイルス感染拡大防止による貸館の中止による。

交流事業実施数
（回数）

新型コロナウイルス感染拡大防止による貸館の中止による。

ボラティア登録
者数（人）

達成。

地域福祉交流拠
点施設利用者数
（人）

施設知名度が低いため、個人や各種団体等への周知を行なう。

交流事業実施数
（回数）

事業の実施にはボランティアが携わっているが、その確保も困難である。
ボランティアに頼りすぎない事業として、他課の事業実施時の貸館を行なう。

ボラティア登録
者数（人）

ボランティアは個人の自由意思で行なっていることから、活動参加について強制できない。
魅力ある事業を検討し事業参加を促す。

Ｋ
Ｐ
Ｉ
未
達
成
の
理
由

事
業
の
課
題
／
今
後
の
取
組

事業の評価 ②効果が十分でないため、事業内容を改善して継続

外部有識者による
意見・記述欄

　新型コロナウイルス感染症の流行で急速に浸透した「新しい生活様式」を実践し、コロナ禍において
も安心して施設を利用できるよう、感染防止対策を徹底されたい。
　実施する事業内容については、ＤＸ化が推進される中で高齢者が取り残されないような事業（例えば
機器の操作やインターネット環境、ネットリテラシーに関する講座など）や、高齢者にとって有益な情
報を提供できる事業（例えば消費者被害・特殊詐欺被害の防止講座など）を検討されたい。また、高齢
者と子どもの交流事業は継続し、高齢者を中心とした地域の福祉拠点として活用されたい。
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